









































































































































































































に分類した上で、1996 年から 2009 年までの行政評価担当部署の推移を見てみると、1996
年から 1998年の間は、行政改革担当部門が行政評価を担当する傾向があった。しかし、1998
年以降は、行政評価制度を導入する都道府県が増えるにつれ、企画担当部門が行政評価担
当部署になるケースが急激に増えた。それに対して、行政改革担当部門が行政評価を担当
する都道府県も増えたものの、企画担当部署ほどではない。財政担当部門はそれほど増え
なかった。この推移をどう理解すればいいのか。まず、知事の意向により、政策評価や施
策評価を行うために企画担当部門に行政評価を担当させた結果であると解釈できる。ある
いは、逆の因果関係も考えられる。つまり、企画担当部門が行政評価を担当することによ
って、企画担当部部門の影響により政策評価や施策評価が行われるようになった可能性も
ある。しかし、行政評価における官僚の影響、特に行政担当部署が変化にどのような影響
を与えているのかが検証でできるデータが存在しないため、今回の分析では、官僚による
影響を考慮しなかった。この点も、今後の課題とする。 
都道府県における「評価の制度」には、行政評価の評価レベルによって「政策評価」、「施
策評価」、「事務事業評価」がある。また、事務事業評価とは評価主体や評価手法において
異なる「事業仕分け」がある。行政評価の評価レベルは、都道府県によって異なっている
上、事業仕分けは、行政評価制度のように全ての都道府県において実施されているわけで
はない。本研究では、このような「行政における評価の制度の多様化」の原因を分析した。
その結果、第一に、行政評価制度が導入される段階では、事務事業評価が中心であったが、
事務事業評価がもたらす財政効果が経年低下したこと、第二に、行政評価制度の予算管理
機能を補完するために事業仕分けが実施される傾向があること、第三に、行政評価制度の
評価レベルが都道府県ごとに多様化している背景には、知事要因が影響していることを確
認した。本研究においては、現状をいかに実証的に分析できるかが一つのテーマであった。
様々な評価が並存する現状を理解するために、制度変化の観点から分析枠組を立てて、都
道府県の「評価の制度」を整理し、データによって多様化の原因を追究することで、評価
の制度の全体像を示すことを試みた。しかし、「評価」は実践的な活動でもある。評価の実
務に携わっている人々にとっては、本研究のように、「評価の制度の多様化」の原因を明ら
かにする実証研究だけでなく、「どのように評価をすればよいのか」という、より実務的な
議論にも関心があるだろう。しかし、そうした実務的な課題に取り組みためには、まずは、
現状を把握し、その原因を考える必要があろう。本研究が、評価研究に少しでも貢献でき
れば幸いである。 
 
